
「地方分権改革に関する提案募集」（令和元年の結果）について 

 

長野県企画振興部総合政策課  

 

○平成 26 年から始まった「地方分権改革に関する提案募集方式」を活用

し、長野県では令和元年 6 月に８件の提案を行い、内７件について内閣府

と関係府省との間で調整が行われました。 

○令和元年 12 月 23 日の閣議で、「令和元年の地方からの提案等に関する対

応方針」が決定されました。 

 

１ 全国の状況 

 提案件数 178 件（全提案のうち、内閣府と関係府省との間で調整を行った提案） 

① 「実現・対応できるもの」 160 件 

② 「実現・対応できないもの」 18 件 

（割合）160／178 ＝ 89.9％ 

２ 本県の状況 
 内閣府と関係府省との間で 
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長野県単独の提案 ３ ２ １ １   ４ 

日本創生のための

将来世代応援知事
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（参考）他自治体への
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23 22 １ ２ 12  37 

提案件数 ７件（表の白抜き部分） 

① 「実現・対応できるもの」 ５件 

② 「実現・対応できないもの」 ２件 

（割合） ５／７ ＝ 71.4％ 

 ※提案の内容及び結果については、別添のとおりです 


